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(1) 業務の内容  

 

(a) 業務題目 

  2.6 海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所 

 

 

 

 

University of Southern 
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教授 

教授 
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特任助教 
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Associate 

Professor 

佐藤比呂志 

岩崎 貴哉 

石山 達也 

橋間 昭徳 

加藤 直子 

David Okaya 

 

 

(c) 業務の目的 

海域・海陸統合構造調査などによって得られるデータ（サブサブテーマ 2.2、2.3）や、

構成岩石モデル（サブサブテーマ 2.5.3）から得られるレオロジー特性を反映させ、より現

実的な日本海周辺域の構造を反映した構造モデルを構築する。この構造モデル内に、断層

の形状モデル（サブサブテーマ 2.5.1）を取り入れ、プレート境界での変位に伴う内陸の断

層面上での応力変化を求めることにより、海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの

評価準備を行う。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２５年度： 

構成岩石の暫定モデル（サブサブテーマ 2.5.3）に基づいて、日本海海域周辺のリソスフ

ェア構造を日本列島の三次元モデルに反映させるための、デジタルデータを作成した。 

 

  2) 平成２６年度： 

日本海および沿岸域の断層形状モデル（サブサブテーマ 2.5.1）と構成岩石の初期モデル

（サブサブテーマ 2.5.3）に基づいて、日本海海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作

成し、東北地方太平洋沖地震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化

を求めた。 

 

  3) 平成２７年度： 

平成 26 年度に作成した粘弾性モデル（初期モデル）の入力信号として、2011 年東北地

方太平洋沖地震以前の巨大地震も合わせて考慮し、巨大地震の発生前と発生後の内陸断層

のクーロン応力変化を共に評価した。 
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  4) 平成２８年度： 

平成 27 年度までに作成した粘弾性モデルの想定すべり領域を拡張し、南海トラフや千

島海溝における巨大地震による応力変化の計算を可能にした。 

 

 5) 平成２９年度： 

平成 28 年度までに作成した粘弾性モデルに基づいて、南海トラフ等のプレート境界プ

ロセスによる日本海南部および西南日本沿岸に分布する震源断層面上のクーロン応力変化

を検討した。 

 

  6) 平成３０年度： 

千島弧のすべり欠損の増大に伴う内陸・海域の断層群周辺の応力変化を求め、プレート

境界での応力蓄積に伴う内陸での地震の起こりやすさについて、定量的に明らかにした。 

 

  7) 令和元年度： 

東北地方太平洋沖地震後の粘性緩和に伴う応力変化と、千島海溝・南海トラフ沿いのす

べり欠損の増大に伴う応力蓄積の効果を取り入れた上盤プレート内の地震の発生のし易さ

について評価を試みる。 

 

 8) 令和２年度： 

今後、数 10 年間の日本列島での上盤プレート内の大規模地震についての評価を取りま

とめる。 

 

(e) 平成３０年度業務目的 

千島弧のすべり欠損の増大に伴う内陸・海域の断層群周辺の応力変化を求め、プレート

境界での応力蓄積に伴う内陸での地震の起こりやすさについて、定量的に明らかにする。 

 

(2) 平成３０年度の成果  

(a) 業務の要約 

北海道－東北地方北部の GPS 観測網による地殻変動データから太平洋プレート上面の

すべり速度欠損分布をインバージョンによって求め、得られたすべり速度欠損分布を日本

列島域の三次元有限要素モデルに入力して、北海道域の応力蓄積速度場と震源断層上にお

けるクーロン破壊応力を求めた。すべり速度欠損は根室半島沖で〜10 cm/yr 程度となった。

震源断層におけるクーロン破壊応力の計算結果は北海道ほぼ全域の震源断層で促進的であ

ることを示す。今後、断層の活動性評価の信頼性の向上のために、震源断層の摩擦係数な

どの物性パラメータの検討が必要である。 

 

(b) 業務の実施方法 

現在、千島海溝ではプレート間の固着が進み、Mw8.8 以上の海溝型巨大地震の発生が危

惧されている 1)。陸側のプレート内においては、1993 年の Mw7.7 北海道南西沖地震によ

り多大な津波被害をもたらし、また、2018 年には Mw6.7 北海道胆振地震が北海道厚真町
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における大規模土砂災害や全島での停電（ブラックアウト）などの被害をもたらした。千

島海溝の固着が続くなか、さらなる内陸被害地震の発生も考えられる。平成 29 年度まで

に作成した三次元粘弾性有限要素モデル（FEM）により、千島弧を含む日本列島域のほぼ

全てをカバーする領域で海溝型地震の力学的影響をモデリングすることが可能になった。

そこで、本研究では、千島海溝の固着により北海道とその周辺の震源断層に蓄積される応

力蓄積を評価する。 

 

1) 地殻変動データ 

日本列島域には国土地理院により 1,200 以上の連続観測点からなる GPS 観測網

（GEONET）が設置されている 2)。本研究では、各点の変位を算出する基準となる固定点

とした北海道松前（940023）の電子基準点を含めて北緯 40°以北の 129 観測点の日々の

座標値（F3 解）を用いる。各観測点において、アンテナ交換等の人為的なオフセットを国

土地理院の算出 3) に基づいて補正し、1998 年 1 月 1 日以降の基準点に対する変位の時系

列を計算する。これらのうち、代表的な 4 点（940003、940009、940019、940021）の時

系列を図 1 に示す。それぞれの時系列からは 2003 年十勝沖地震と 2011 年東北沖地震に

伴う変動およびそれらの余効変動が見て取れる。それぞれ地震のあと数年すると以前の傾

向に戻ろうとするが、地点によっては地震の影響が長く続く。そこでこれらの地震の影響

を避けるため、十勝沖地震以前の 1998 年 1 月 1 日から 2002 年 12 月 31 日までの 5 年間

を解析対象とした。この期間においては、上下成分でばらつきが大きいものの基本的には

線形な変化を示し、それ以前から継続している千島海溝の固着を表しているものと考える

ことができる。期間内の北海道の変位速度場を図 2 に示す。北海道の南東部で特に千島海

溝の固着に起因する北西方向への変動が見られる。 

 

2) 震源断層モデル 

上盤プレート内の大規模地震発生のポテンシャル評価を行うためには、震源断層モデル

を構築する必要がある。北海道西方沖や石狩平野・函館平野などについては、3.2.5.1「断

層モデルの構築」を参照されたい。一方、北海道東部千島海溝の固着の増大は日本海とそ

の沿岸のみならず北海道全域に影響を与えており、陸域の震源断層についても一連のモデ

ルの中で震源断層に作用するクーロン破壊応力の蓄積速度を見積もることは重要である。

このため、既存のデータを用いて暫定的に震源モデルを作成した。地表の活断層トレース

については、今泉編（2018）4)・産総研活断層データベース 5)・日本活断層研究会編（1992）
6) などを使用した。また、断層の傾斜については既存の反射法地震探査資料や地質構造に

ついての情報を参考とした。地震発生層の下限については、Omuralieva et al. (2012)7) を

参考にした。 
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図 1 電子基準点（940003、940009、940019、940021）の変動時系列 

北海道域の 4 点の東向き（East）、北向き（North）、上向き（Up）の 1998 年 1 月 1 日

以降の変動時系列。各点の位置は図 2 に示した。縦線は 2003 年十勝沖地震と 2011 年東北

沖地震の発生時を示す。 
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図 2 北海道の変位速度場 

北海道域の 1998 年 1 月 1 日から 2002 年 12 月 31 日までの 5 年間の水平変位速度場。

三角記号は固定点（940023）。図 1 で変動時系列を示した 4 点の電子基準点を表示してあ

る。有限要素モデルですべり応答の計算に用いた 128 枚の小断層の位置を示す。 

 

 

3) 有限要素モデルとすべりインバージョン 

変位および応力計算に用いるモデルとして、昨年度までに作成した日本列島域の有限要

素モデル 8),9) を使用する。日本海溝－千島海溝に沿ったすべり領域は 8×16 = 128 の小断

層に分割した（図 2）。内部構造は、大陸地殻、マントルおよびスラブに分割しマントル内

に粘弾性アセノスフェアを設けた。海洋側リソスフェア〜スラブの厚さは 80 km とし、大

陸下の弾性層の厚さ Te は 40 km から 80 km の場合について計算をした。弾性定数は

Hashima et al. (2016) 8) に基づき、剛性率は大陸地殻で 35 GPa、マントルで 65 GPa、ス

ラブで 85 GPa とし、ポワソン比は全領域で 0.25、アセノスフェアの粘性率は 1019 Pa•s

とした。 

千島海溝では、本研究の解析期間ではプレート間の固着の効果が支配的であると考えら

れる。固着による変動は、長期のすべり速度欠損の継続による応答の積分によって得られ

る。巨大地震から数十年もたてば粘弾性的効果が卓越し、弾性層以深のすべりの寄与はほ

ぼ無視できる。インバージョンで用いるために、前述の 128 の小断層のうち弾性層以浅の

小断層について粘性緩和後のすべり応答を計算した。本研究では昨年度業務と同様に標準

的な線形インバージョン手法 10) によりプレート境界におけるすべり速度欠損の分布を求

める。 
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4) 震源断層にかかる応力 

インバージョンで得られたすべり速度欠損分布を用いて、有限要素モデル内の任意の点

において応力速度 σij を計算できる。震源断層にかかる具体的な応力速度成分は、断層にお

ける応力速度テンソル σij、2)の震源断層モデルによる震源断層の法線ベクトル ni、すべり

方向ベクトル νi（i, j = 1, 2, 3）を用いて表すことができる。外部からかかる応力による断

層のすべりやすさの指標であるクーロン破壊応力ΔCFS は以下の式で表される。 

 ∆CFS 𝜏 𝜇𝜎  (1) 

σn は法線応力速度成分、τs は剪断応力速度成分、μ は実効摩擦係数である。各応力速度成分

はそれぞれ 

 𝜎 𝜎 𝑛 𝑛 ,   𝜏 𝜎 𝑛 𝜈  (2) 

と表される（総和規約を適用）。 

断層面にかかる応力は、断層面の中央における値で代表させる。プレート境界プロセス

による応力場は 100 km 以上の長波長分布になるので、矩形断層上の位置による応力値の

変化は無視できる。断層のすべり方向ベクトル νi は、Wallace-Bott 仮説 11, 12) に基づき、

震源メカニズム解のカタログから求めた広域応力場 13) による断層面上の最大剪断応力方

向であると仮定する。実効摩擦係数μは多くの研究で標準的に用いられる値 0.4 を一律に

仮定する。 

 

(c) 業務の成果 

1) 千島海溝下のすべり速度欠損分布 

図 3 に弾性層の厚さ Te を 40 km とした場合のすべりインバージョンの結果および地殻

変動を示す。十勝沖から根室沖にかけて〜10 cm/yr を超える大きなすべり速度欠損が見ら

れ、この固着が北海道南東部における北西方向への変動を引き起こす。図 4 には、Te が 50 

km、60 km、80 km の場合について、すべり速度欠損分布とともに観測変位から計算変位

を差し引いた残差変位分布を示した。残差が 0 の場合、観測変位が計算により完全に再現

されていることを表す。Te が大きくなれば残差は全般的に小さくなる。しかし、この残差

の減少はモデルパラメーターの自由度（小断層数）の増加にも起因しているので、最適な

Te を最小残差の条件だけから判断することはできない。一方、すべり速度欠損分布は、Te

が 40 km、50 km の場合、十勝－根室沖のプレート境界全面で固着し、弾性層が薄いほど

すべり速度欠損が大きくなっている。つまり、すべり領域の幅の設定に依存して固着が集

中した解になる。一方、Te ≥ 60 km の場合は大体似たような分布を示しており、弾性層厚

さの設定に左右されないすべり速度欠損分布解であると判断できる。また、すべり速度欠

損の値もほとんどプレート相対速度の値〜10 cm/yr 以下に収まる。また、東北地方の沖合

のすべり速度欠損は、すべり領域の南端での境界条件に影響を受けているが、2011 年東北

沖地震前の固着の効果が含まれている。これは既存の研究 14,15,16) と調和的な結果である。 

残差ベクトルは北海道中央部で小さく、北海道の南東岸、東北－渡島半島の日本海側と

天塩山地で系統的な残差ベクトルが見られる。また有珠山の周辺で火山活動によるとみら

れる大きな残差が見られる。このうち、北海道の南東岸の残差はすべり領域に近いため、

すべり領域の分割の粗さにより深部のすべり分布の短波長成分を正しく表現できないこと

が原因だと考えられる。一方、すべり領域から離れた東北－渡島半島の日本海側と天塩山
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地における残差に対しては、震源域への距離を考えればすべり領域の分割は十分であると

考えられる。それよりは、計算に用いたモデルの構造、特に弾性－粘弾性層境界の仮定に

問題があることを示唆している。 

 

(a)                  (b) 

  
図 3 インバージョンによって得られたすべり速度欠損分布と地表変位速度 

大陸弾性層の厚さ Te = 40 km の場合のインバージョン結果。(a) 赤い矢印はインバージ

ョンにより得られた水平変位速度。黒い矢印は観測水平変位。(b) 青い矢印は残差変位速

度。残差変位速度は観測変位速度から計算変位速度を差し引いた量。 

 

 

(a)                                      (b) 

  
図 4 大陸弾性層の厚さ Te によるすべり速度欠損分布の変化 

(a) Te = 50 km (b) Te = 60 km (c) Te = 80 km 青い矢印は残差変位速度を示す。 
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(c) 

 
図 4 大陸弾性層の厚さ Te によるすべり速度欠損分布の変化（続き） 

 

本研究の結果は、大陸下の弾性層の厚さ Te を一定と仮定し、その値が 60 km 以上であ

ることを示しているが、この値は西南日本の固着モデル 17)（50 km）や東北沖地震後の粘

弾性緩和モデル 9)（25-35 km）で得られた値よりも大きい。一方、2018 年北海道胆振地震

の震源は通常の内陸地震よりも深い位置（深さ 30 km）にあり、地震探査で得られた地下

構造が千島弧－東北日本弧の衝突による地殻厚化 18,19,20,21) を示す。両者を合わせて考え

ると、弾性層の厚さは本研究の結果よりは本来薄いのだが、プレート境界の近くではおそ

らく冷却された海洋プレートの沈み込みの影響によって厚くなる、いわゆる Cold Nose の

効果が見られると考えるのが妥当であろう。この効果の影響は、今後のモデルの高度化に

よって改善すべき課題である。 

 

2) 北海道域の応力蓄積速度場と震源断層の活動性 

図 5 に、1) で Te = 60 km の場合について得られたすべり速度欠損分布を用いて、有限

要素モデルにより得られた北海道域における深さ 10 km と 28 km の応力蓄積速度場を示

す。図からは、どちらの深さでも基本的に千島海溝における固着により北海道南東部で北

西－南東方向の圧縮が生じ、北海道西部では東西圧縮になっていることが見て取れる。こ

の基本的パターンは応力インバージョンの結果 13) や GPS による歪み速度場 22) と整合的

である。また、2018 年北海道胆振地震も南北走向の余震分布を持つ逆断層地震であり、そ

の発生は、計算した応力場と整合的である。 

図 6 にこの地域の震源断層におけるクーロン破壊応力の計算結果を示した。クーロン破

壊応力が正の断層では応力によりすべりが促進、負の断層では抑制される状態であること

を示している。北海道では全般的に断層すべりを促進する方向の応力がかかっている。特

に、1993 年北海道南西沖の地震の断層が促進的応力であったことが注目に値する。式 (1) 

より、個々の断層におけるクーロン破壊応力はこれら剪断応力成分と法線応力成分の兼ね

合いで決まる。例えば図 6 の十勝海岸沿いの断層が抑制的になっているのは、図 5 で示し
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たような北西－南東の圧縮軸をもつ応力が、同方向の走向をもつ断層に対して逆断層運動

を起こすには非効率的ないしは逆向きに働くからである。このように、クーロン破壊応力

の評価に関して断層形状は非常に重要なパラメータである。本研究では、式 (1) 中の実効

摩擦係数 μ は断層によらず一定としたが、実際は個々の断層の運動パラメータや物性に依

存すると考えられる。今後、このような断層の活動性評価の信頼性を向上させるためにも、

実効摩擦係数 μ の詳細な検討が必要である。 

 

 

  

図 5  計算によって得られた北海道の応力蓄積パターン 

背景色は平均法線応力速度。体積膨張・収縮による応力を表す（伸張を正とする）。メカ

ニズム解は応力蓄積速度テンソルのパターンを表す（黒象限が伸張、白象限が圧縮に対応）。 
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図 6  震源断層におけるクーロン破壊応力 

赤－黄色は断層すべりに対し促進的、青－水色は抑制的な応力であることを示す。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

昨年度までに構築した日本列島域の三次元有限要素モデルによるすべり応答関数を用

い、北海道－東北地方北部の GPS 観測網による地殻変動データから太平洋プレート上面

のすべり速度欠損分布をインバージョンによって求めた。インバージョン結果は 60 km 以

上の弾性層の厚さの時に現実的な解が得られるが、既存研究の結果と合わせて考えると、

沈み込みプレートの冷却による Cold Nose の影響を示唆する。すべり速度欠損は根室半島

沖で〜10 cm/yr 程度となった。得られたすべり速度欠損分布を再び有限要素モデルに入力

して、北海道域の応力蓄積速度場と震源断層上におけるクーロン破壊応力を求めた。震源

断層におけるクーロン破壊応力の計算結果は北海道ほぼ全域の震源断層で促進的であるこ

とを示す。今年度、北海道の震源断層のクーロン応力について支配的であると考えられる

千島海溝の固着の効果を求めたが、それに加えて 2003 年十勝沖地震、2011 年東北沖地震

の余効変動がどのように効くのかは今後検証する必要がある。また、今後、断層の活動性

評価の信頼性の向上のために、震源断層の摩擦係数などの物性パラメータの検討が必要で

ある。 
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